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1商業の状況
　1859（安政６）年の横浜開港を機に、明治に入っ

てから西洋文化の門戸として栄えた横浜を中心とし

て、神奈川県は商業や貿易面で発展を遂げてきました。

　神奈川県における 1985（昭和 60）年～ 2016（平

成 28）年の商業の推移をみると、年間商品販売額は、

1991（平成３）年の約 25 兆５千億円をピークに

その後は減少傾向に転じ、2014（平成 26）年には

約 16 兆９千億円まで減少しましたが、2016（平

成 28）年には約 22 兆５千億円まで増加しています。

事業所数の推移は 1991（平成３）年の約９万店を

ピークに、その後は減少傾向に転じ、2016（平成

28）年には約６万６千店まで減少しています。従業

者数の推移をみると、細かな増減はあるものの概ね

増加傾向で推移しており、2016（平成 28）年は約

66 万４千人となっています。

　くらしに身近な商店街の推移をみると、商店街は

年々減少しており、2019（平成 31）年度に初めて

600 商店街を下回りました。また１商店街あたり商

店数も緩やかに減少しています。

　東京圏に占める割合をみると、商店数、販売額と

もに神奈川県は第２位になっており、小売業は商店

数、販売額ともに約２割となっています。

　しかし、東京圏の商品販売額は減少傾向がみられ、

神奈川県も2007（平成19）年に比べると、2014（平

成26）年では人口一人あたり12万円減少しています。

神奈川県の商業の推移

神奈川県の商店街の推移

東京圏における商店数の割合 東京圏における年間販売額の割合

都県別人口1人あたりの小売業年間商品販売額の変化

市区町村別人口1人あたりの小売業年間商品販売額の変化
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2019 年工業統計調査結果報告（神奈川県 統計センター） より
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2019 年工業統計調査結果報告（経済産業省） より 2019 年工業統計調査結果報告（経済産業省） より

　首都圏中央自動車道沿線等の 10 市２町を区域とする総合特別区域です。

「生活支援ロボットの実用化や普及を通じた地域の安全・安心の実現」のため、ロボットの研究開発・実証実験等の促進、関連産業の集積促進、普及・

啓発に取り組んでいます。

! 民間系（633箇所）

" 学校系（429箇所）

# 行政系(　64箇所） 神奈川県都市計画基礎調査解析報告書 令和 2 年 3 月
（神奈川県 都市計画課）より
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2工業の状況
　神奈川県の製造品出荷額（2019（令和元）年）は、

約 18 兆４千億円で、全国では２位となっています。

市町村別にみると、川崎市（約４兆２千億円）と横

浜市（約４兆１千億円）が高く、藤沢市、相模原市、

平塚市がこれに続いています。

　工業に関連する主な指標（従業者数、製造品出荷

額等など）の推移は、2008（平成 20）年のリーマン・

ショックで急落した後、2010（平成 22）年以降は

従業者数や製造品出荷額等、付加価値額は概ね横ば

いで推移していますが、事業所数は減少傾向が続い

ています。

　都道府県別の事業所数は、全国で第７位、東京圏

では第３位で推移しています。京浜臨海部をはじめ

研究所の立地も多くみられます。神奈川県では、今

後も高い成長が期待されるエネルギー・環境、ライ

フサイエンス、ロボット、航空宇宙などに関連する

産業の発展を促進するとともに、産学公連携による

新技術・新製品開発などへの支援に取り組んでいます。

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業所） 全国事業所数（従業員４人以上の事業所）

さがみロボット産業特区の取組

市町村別の製造品出荷額等＊

県内の工業の動向

研究所の立地分布
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! 民間系（633箇所）

" 学校系（429箇所）

# 行政系(　64箇所） 神奈川県都市計画基礎調査解析報告書 令和 2 年 3 月
（神奈川県 都市計画課）より

40.5

42.0

13.2

7.4

2.83.3

4.3

3.6
3.1

3.0

2.7

6.3

5.9 2.9

2.3

3.0

6.0

14.0

15.0

170

155

140

125

110

95

80
232221 24 25 26 27 28 29 30平成20

（2008）

平成27年＝100

数字は平成27年を
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従業者数
事業所数

事業所数

有形固定資産投資総額

製造品出荷額等

2018

従業者数

付加価値額

87.1

101.5

105.5
106.5

131.4

　首都圏中央自動車道沿線等の 10 市２町を区域とする総合特別区域です。

「生活支援ロボットの実用化や普及を通じた地域の安全・安心の実現」のため、ロボットの研究開発・実証実験等の促進、関連産業の集積促進、普及・

啓発に取り組んでいます。
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2018（平成30）年

2017（平成29）年
愛知県

神奈川県

大阪府

静岡県

兵庫県

（全国2位、東京圏1位）

486,435

184,289

175,294

175,187

164,870

469,680

179,564

169,957

167,871

156,658

2019（令和元）年
2018（平成30）年

大阪府

愛知県

埼玉県

東京都

静岡県

兵庫県

神奈川県 （全国7位、東京圏3位）

15,784

15,576

10,902

10,322

9,138

7,798

7,604

15,479

15,289
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7,336
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2工業の状況
　神奈川県の製造品出荷額（2019（令和元）年）は、

約 18 兆４千億円で、全国では２位となっています。

市町村別にみると、川崎市（約４兆２千億円）と横

浜市（約４兆１千億円）が高く、藤沢市、相模原市、

平塚市がこれに続いています。

　工業に関連する主な指標（従業者数、製造品出荷

額等など）の推移は、2008（平成 20）年のリーマン・

ショックで急落した後、2010（平成 22）年以降は

従業者数や製造品出荷額等、付加価値額は概ね横ば

いで推移していますが、事業所数は減少傾向が続い

ています。

　都道府県別の事業所数は、全国で第７位、東京圏

では第３位で推移しています。京浜臨海部をはじめ

研究所の立地も多くみられます。神奈川県では、今

後も高い成長が期待されるエネルギー・環境、ライ

フサイエンス、ロボット、航空宇宙などに関連する

産業の発展を促進するとともに、産学公連携による

新技術・新製品開発などへの支援に取り組んでいます。

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業所） 全国事業所数（従業員４人以上の事業所）

さがみロボット産業特区の取組

市町村別の製造品出荷額等＊

県内の工業の動向

研究所の立地分布
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　本県の森林面積は県土の39％、94,701haで、全国の都道府県の森林面積では第４４位となっています。県民一人当たりでは
103㎡で全国平均の1,981㎡と比較すると約１９分の1となっています。
　また、森林資源のうちスギ・ヒノキ人工林は、３６年生以上の森林が90％を占め、資源の成熟化が進んでいます。

森林面積と森林資源

2017（平成29）年

農地 森林
7.9 39.0

道路
8.4

宅地
27.4

その他
13.43.9

河川その他

河川その他

農地
11.8

森林
41.9

道路
6.5

宅地
23.4

その他

1982（昭和57）年

12.93.5

27.0％
直売等

JA全農青果センター㈱
　　　   神奈川センター
　　　　　　　 3.2％

県外
卸売市場
40.4％

県内中央
卸売市場
12.9％県内地方

卸売市場
16.5％

258千 t
推定出荷量

（注 1）かんしょ、ばれいしょを含む。
（注 2）直売等には一部県外向けを含む。
（注 3）県外卸売市場には一部果実や加工品を含む。
（注 4）推定出荷量は平成 28 年産農林水産省の作況調査
　　　 （野菜）等より推計。

県内産野菜の流通実態
（平成 28年）

84,048ha   （89％）
10,653ha  （11％）（29％）94,701ha

84,048ha

80,206ha

31,942ha

32,319ha  （38％）

31,942ha  （40％）

187ha  （1％）
2,764ha （9％）

5,362ha （17％） 16,768ha （52％） 6,861ha （21％）

（23％） （15％） （60％）

（2％）

48,264ha  （60％）

47,887ha  （57％） 2,962ha  （4％）
882ha（1％）

（0％）

（9％）
（51％）

民有林の人工林の林齢別状況

平成
19年

（2007）

3,500 3,000 2,500 2,000 1,500 1,000 500 0 0

20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
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10 20 30 40 50
（2018）

257
108
108
123
125
105
75

156

158
160
153

1,971
1,975

2,615
2,178

2,356
1,628

1,804
2,095

2,575
2,063

2,230

671
502

470
531

546
591

495
483

354
276

267
226

2,773
2,585

3,193
2,832

3,027
2,324

2,374
2,734

2,430
3,009

2,490
2,609

28
11

20
25

17
21

13
28

30
28

44
20

128
10

15
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20182012
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9

15
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22
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わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　 （神奈川県 環境農政局 総務室）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　 （神奈川県 環境農政局 総務室）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　 （神奈川県 環境農政局 総務室）より

あゆ

乳牛

水稲

のらぼう菜

みかん
いちご

足利牛・相馬牛

わかさぎ
レモン

たまねぎ さといも

ゆず
ブルーべりー

津久井
在来大豆

サトイモ

たちうお

第
１
章
　
か
な
が
わ
の
現
況

09
産
業
の
状
況

第
１
章
　
か
な
が
わ
の
現
況

09
産
業
の
状
況

3農林業の状況
　神奈川県の就業者のうち、第１次産業に従事する

人は全体の約１％で、減少傾向にあります。

　農業産出額＊の推移をみると、2010（平成 22）

年から微増し、2016（平成 28）年をピークに減少

に転じています。2018（平成 30）年には 697 億

円となっており、その約半数を野菜が占め、次いで

果実、豚、花きと続きます。農用地＊は減少傾向にあり、

2017（平成 29）年では県土全体に対する農用地の

割合は 10％を下回っています。

　各地域では地域の特色を生かした農林水産物があ

り、「地産地消」が注目され、県内の野菜の流通の約

３割が直売で扱われています。

　一方、林業は、森林面積は県土面積の約 39％を占

めていますが、県民一人当たりでは 103 ㎡となり全

国平均の 1,981 ㎡と比較すると約 19 分の１となっ

ています。

　戦中から戦後にかけた大量の森林伐採により裸地

状態であった山々は、その後、スギ・ヒノキの植林

が進められ、緑が回復しましたが、これらの人工林は、

間伐や枝打ちなどの保育が必要となっています。し

かし、近年は林業経営の不振により、森林所有者の

みでは森林の保育が行き届かないことから、「森林づ

くり県民運動」として、お子さまの誕生・入学・卒

業記念に植樹をしていただく「成長の森」といった

イベント等で森林に親しみながらその大切さを知っ

ていただく活動や、森林づくりボランティア活動等

への支援、企業・団体に寄附や間伐などの森林活動

に協力いただく「森林再生パートナー制度」など多

様な方法による森林づくりを推進しています。

県内野菜の流通実態

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版（神奈川県　環境農政局 総務室 ）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　　　（神奈川県 環境農政局 総務室 ）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　（神奈川県 環境農政局 総務室 ）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　（神奈川県 環境農政局 総務室 ）より

神奈川県　都市整備統計年報  2019（神奈川県 都市計画課）より

＊農業センサス調査年はその調査結果を用い、それ以外の年は農業構造動態調査（標
本抽出調査）による結果を用いていたが、農業構造動態調査の調査設計の変更によ
り県別には集計されなくなったため、今後は５年おきの農業センサス年のみ県別の数
字が公表される。

土地利用状況の推移

農業従事者＊数の推移

農業産出額の推移

農業産出額の内訳

地域の特色を活かした農林水産物

森林の状況

保育と造林の実施面積 主な特用林産物生産量の推移

（1975） （2018）

1,200
（億円）

1,004
903

827
755 777 808 846 839

697

1,093 1,092 1,120

1,000

800

600

400

200

昭和50 55 60 7 12 17 22 27 28 29 30（年）平成2
0

51.6

全国

6.4
その他

19.9
その他

5.9
鶏卵

5.3鶏卵

野菜

5.2
米

19.2米

6.9豚

6.7豚

5.6生乳

8.3生乳

平成 30 年
697 億円

平成 30 年
90,508 億円

0.1
工芸農作物

6.5花き

11.8果実

2.0
工芸農作物

3.7
花き

9.3果実

25.6野菜

神奈川県

（2015）27
わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業　令和 2 年度版（神奈川県 環境農政局 総務室 ）より

20,302
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　本県の森林面積は県土の39％、94,701haで、全国の都道府県の森林面積では第４４位となっています。県民一人当たりでは
103㎡で全国平均の1,981㎡と比較すると約１９分の1となっています。
　また、森林資源のうちスギ・ヒノキ人工林は、３６年生以上の森林が90％を占め、資源の成熟化が進んでいます。

森林面積と森林資源

2017（平成29）年

農地 森林
7.9 39.0

道路
8.4

宅地
27.4

その他
13.43.9

河川その他

河川その他

農地
11.8

森林
41.9

道路
6.5

宅地
23.4

その他

1982（昭和57）年

12.93.5

27.0％
直売等

JA全農青果センター㈱
　　　   神奈川センター
　　　　　　　 3.2％

県外
卸売市場
40.4％

県内中央
卸売市場
12.9％県内地方

卸売市場
16.5％

258千 t
推定出荷量

（注 1）かんしょ、ばれいしょを含む。
（注 2）直売等には一部県外向けを含む。
（注 3）県外卸売市場には一部果実や加工品を含む。
（注 4）推定出荷量は平成 28 年産農林水産省の作況調査
　　　 （野菜）等より推計。

県内産野菜の流通実態
（平成 28年）
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（2％）

48,264ha  （60％）
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民有林の人工林の林齢別状況
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わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　 （神奈川県 環境農政局 総務室）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
　　　　　　　　　 （神奈川県 環境農政局 総務室）より

わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業 令和 2 年度版
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3農林業の状況
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＊農業センサス調査年はその調査結果を用い、それ以外の年は農業構造動態調査（標
本抽出調査）による結果を用いていたが、農業構造動態調査の調査設計の変更によ
り県別には集計されなくなったため、今後は５年おきの農業センサス年のみ県別の数
字が公表される。
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4水産業の状況 5観光産業の状況
　神奈川県では、定置網などの沿岸漁業、まぐろは

え縄などの遠洋漁業、さばたもすくいなどの沖合漁

業など様々な漁業が行われています。中でも、三浦

半島地区には、第三種漁港のうち「水産業の振興上

特に重要」である特定第三種漁港に指定された三崎

漁港などがあります。

　県内には規模、機能の異なる多数の漁港が整備さ

れていて、第一種漁港から特定第三種漁港まで大小

25 の漁港があります。

　市町村別の水揚量では、三浦市が約１万７千トンで

第一位、次いで横須賀市、横浜市、小田原市、真鶴町

が多くなっています。

　漁業就業者数は減少傾向が続いており、2018（平

成 30）年には 1 千８百人となり、1975（昭和

50）年の５千３百人から７割弱減少しています。

　神奈川県には、国内のみならず海外からも多くの

観光客が訪れており、観光産業に支えられているま

ちもたくさんあります。

　近代日本の幕開けの地となった横浜、歴史と文化

の香りあふれる鎌倉や城下町・小田原、日本を代表

する温泉地の箱根・湯河原、そして、丹沢・大山の

緑豊かな山並みと三浦半島から湘南海岸、真鶴半島

に至る美しい海岸線など豊かな自然があります。

　神奈川県内の入込観光客数は、2000（平成 12）

年以降、2011（平成 23）年を除いて増加傾向であり、

2017（平成 29）年に初めて年間の入込観光客数が

２億人を超えました。

　近年では、アジア諸国の経済発展を背景に、国が

東南アジア諸国を中心にビザ要件の緩和措置や免税

制度の拡充を図ったほか、ＬＣＣ（格安航空会社）の

新規就航や大型クルーズ船の寄港増加などにより、

特にインバウンド（外国人観光客の誘致）を取り巻

く環境が劇的に変化しました。その結果、わが国を

訪れる訪日外国人の動向は 2013（平成 25）年に

1,000 万人、2016（平成 28）年に 2,000 万人、

2018（平成 30）年に 3,000 万人を超え、2019（平

成 31・令和元）年には 3,188 万人に達し、大幅に

増加しています。また、神奈川県を訪れる外国人旅

行者数は 2019（平成 31・令和元）年には約 249

万人に達しており、増加傾向となっています。

漁業就業者数の推移

入込観光客数の推移

市町村別入込観客数

市町村別水揚量

神奈川県を訪れる外国人旅行者数と訪問率の推移
4,275

445
248

341

271

1,148

1,374

93
793 144

88

31 6,239

16,904

関東農林水産統計年報（農林水産省）より
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